








U.S. empirical studies during decade control for heterogeneity of regional economic trends 
and shocks when they analyze policy evaluation. Most of them found that minimum wage 
has statistically insignificant positive effects on employment in the restaurant industry. 
Following those works, this study analyzes the minimum wage effects in Japan using a 
micro-dataset, “Basic Survey on Wage Structure.” We construct a treatment group data-
set of business establishment which employs at least 1 worker whose hourly wage is below 
the minimum wage that will be mandated later, and a control group data-set of business 
establishment which employs no workers such that. Using treatment intensity (i.e., the 
fraction of workers exposed to the revised minimum wage in the establishment), the various 
regression models, considering heterogeneity of region and regional (prefectural) economic 
shocks, are estimated. First, this paper showed the increase in minimum wage from 2008 
to 2010 had insignificant positive effects on employment, but had significant positive effects 
on hourly wages and total wage costs. Then the paper also found that average tenure of 
part-timer in establishments became longer and separation of the establishment decreased, 
implying that reduction in separation could cause longer tenure of employees and decrease 





改定額の目安を提案する中央最低賃金審議会（2016 年 7 月開催）が、政府の方針に特段の配


















に有意な雇用の増加をもたらしたことを示した。しかし Neumark and Washer（2000）との
論争に対するコメント論文で Card and Kruger（2000）は、1994 年の分析に用いたデータよ
りも、より範囲の広いアメリカの労働統計局のデータを使用すると、1994 年の最低賃金の雇
用への効果は、正であるがゼロに近くなることを示した。
Dube, Naidu, and Reich（2007）はサンフランシスコとそれに隣接する地域の雇用変化率を、
2004 年の最低賃金の引き上げ前後で比較することで、最低賃金が雇用に統計的に有意な影響
を与えないことを示した。また Hirsch, Kaufman, and Zelenska（2015）は、ジョージア州と
アラバマ州の 81 店舗の 2007 年から 2009 年にかけての賃金台帳データを用いて、最低賃金が
雇用に統計的に有意な影響を与えないことを示した。
以上のようなケーススタディを一般化して、全米のデータを用いて各州の最低賃金の水準
や引き上げ時期の違いを考慮して、最低賃金の雇用への影響を研究したものに Dube, Lester, 
and Reich（2010）がある。彼らは 1,380 郡の雇用と賃金のデータと、最低賃金水準と引き上
げ時期が異なる隣接州の境界地域の 504 郡のペアデータを用いて、1990 年から 2006 年までの










に対して Neumark, Salas, and Wascher（2014）は、隣接州の境界地域のペアデータを用いる
研究デザインは統計的に検定されていないという問題点を指摘するとともに、州の経済トレン
ドの線形性に対しても疑問を投げかけている。
さらに Neumark et al.（2014）に対して、Allegretto, Dube, Reich, and Zipperer（2015）が
反論しており、2 次以上の州の経済トレンドを説明変数に含めた場合にも、最低賃金の雇用へ
の影響は有意ではないという結果が変わらないことを示すとともに、Dube, Lester and Reich
（2016）が、隣接州の境界地域のペアデータを用いた場合の各共変量の州間の差が、隣接州の








いる。川口・森（2009）は 1982 年から 2002 年にかけての 5 回の『就業構造基本調査』を用いて、
最低賃金の影響を受ける労働者の割合（最低賃金影響率）を各時点別都道府県別に推計し、そ
の最低賃金影響率が、年齢別・男女別の 5 年間の就業率の変化に対して与える影響を分析して
いる。10 代の男性と 25 歳から 59 歳の既婚女性に対して、最低賃金影響率が負の有意な影響
を与えたことを示している。さらに川口・森（2013）は、『労働力調査』を用いて 2007 年から
2010 年にかけての各年の最低賃金の引き上げと地域別最低賃金の違いが各都道府県別の 16 ～
19 歳男女の平均就業率にどのような影響を与えているのか分析している。分析の結果、10％
の最低賃金の上昇が 16 ～ 19 歳男女の就業率を有意に 5.25％引き下げたこと、そして雇用に対
する最低賃金弾力性が -3.08 であることが示された。






















比較する Card and Kruger（1994 2000）や Dube, Naidu, and Reich（2007）の分析手法を用いる。
分析では最低賃金以下で働く労働者の割合がもっとも大きな産業の一つである飲食店の事業所
を対象にする。



















の影響もあって、1998 年から 2006 年までは、最低賃金の上昇は一けた台に落ち込んでいた。
全国加重平均でみると、1998 年の 649 円から 2006 年の 673 円と 8 年で 24 円しか増えていな
い。しかし 2007 年の最低賃金法改訂を契機に、最低賃金額は顕著に増加していくことになる。
2007 年から 2011 年にかけて、全国加重平均は 687 円、703 円、713 円、730 円、737 円となった。
2．2．『賃金構造基本統計調査』
分析に使用するデータは、2008 年から 2011 年にかけての厚生労働省の『賃金構造基本統
計調査』（Basic Survey of WageStructure）の個票データである。以下、BSWS と表現する。
BSWS は毎年 7 月に 5 人以上の事業所を対象に、雇用している労働者の 6 月の賃金や労働時間、
その前年の賞与などを調査している。対象となる事業所のサンプルは母集団から都道府県、産
業、事業所規模別に層化抽出され、約 7 万 8,000 事業所が抽出されている。さらに各事業所で
は、労働者が産業別、事業所規模別に層化抽出され、約 160 万人から 170 万人が抽出されてい







に記載されている事業所統計コードが 2 年～ 4 年に一回改訂されるために、同一事業所の追跡
は最大で 2 年から 4 年となるv。









2008 年と 2009 年 433 13 30 476（107, 22.48%）
2009 年と 2010 年 548 47 31 626（140, 22.36%）
2010 年と 2011 年 536 34 30 600（167, 27.83%）
全期間 1,517 94 91 1,702（414, 24.32%）
出所：『賃金構造基本統計調査』（BSWS）より筆者集計。
（注）BSWS の産業分類は、2008 年の調査では、2002 年 3 月改訂の日本標準産業分類が用いられており、2009 年以降は、2007 年 11 月改訂
の日本標準産業分類が用いられている。分析で用いるデータは、2002 年産業中分類が 70（一般飲食店）もしくは 71（遊興飲食店）でかつ、
2007 年産業中分類が 76（飲食店）である事業所を対象としている。2009 年と 2010 年の 4 期連続回答した事業所の一つは、2008 年と 2011 年







店産業のうち、2008 年から 2011 年にかけて、2 期連続のみ回答している事業所は、1,517 サン











































の強さの違いを考慮に入れて分析しているものが多い（Card and Kruger 1994、Dube, Naidu, 





N sum_w 平均値 標準偏差 N sum_w 平均値 標準偏差 平均値 標準誤差
雇用（臨時含む） 414 2,388 -0.0280 0.287 1,288 7,698 -0.0224 0.296 -0.00557 （0.0168）
時間あたり賃金 414 2,388 0.0180 0.117 1,288 7,698 -0.00886 0.108 0.0268*** （0.00628）
最下位賃金 414 2,388 0.128 0.291 1,288 7,698 -0.0290 0.122 0.157*** （0.0101）
雇用（臨時含まない） 414 2,388 -0.0333 0.331 1,288 7,698 -0.00560 0.317 -0.0277 （0.0183）
フルタイム労働者数 374 2,079 -0.0748 0.579 1,197 7,207 -0.00706 0.605 -0.0678* （0.0363）
短時間労働者数 401 2,335 -0.00905 0.491 1,226 7,287 -0.00905 0.478 7.85e-06 （0.0278）
正規雇用者数 385 2,080 -0.0322 0.431 1,198 6,967 -0.0419 0.392 0.00976 （0.0240）
非正規雇用数 405 2,317 -0.0195 0.427 1,253 7,423 0.00622 0.402 -0.0258 （0.0235）
女性雇用者数 412 2,376 -0.0480 0.461 1,282 7,649 -0.0129 0.391 -0.0350 （0.0234）
フルタイム労働者の時間あたり賃金 374 2,079 0.0303 0.288 1,195 7,151 -0.0100 0.226 0.0404*** （0.0146）
短時間労働者の時間あたり賃金 401 2,335 0.0204 0.130 1,225 7,285 -0.00902 0.0966 0.0294 （0.0286）
所定内給与総額 414 2,388 -0.00998 0.301 1,288 7,698 -0.0312 0.301 0.0213 （0.0171）
フルタイムの所定内給与総額 374 2,079 -0.0445 0.560 1,195 7,151 -0.0276 0.552 -0.0169 （0.0335）
短期雇用の所定内給与総額 401 2,335 0.0113 0.507 1,225 7,285 -0.0181 0.489 0.0294 （0.0286）
勤続年数 407 2,355 0.0849 0.383 1,268 7,542 0.0850 0.458 -4.58e-05 （0.0253）
フルタイムの勤続年数 359 2,002 0.0980 0.606 1,144 6,821 0.0760 0.603 0.0220 （0.0372）
短期労働者の勤続年数 389 2,228 0.159 0.524 1,183 6,966 0.0681 0.501 0.0911*** （0.0298）
Treatment Intensity 414 2,388 0.159 0.146 1,288 7,698 0 0
Ratio_short（previous period） 414 2,388 0.508 0.255 1,288 7,698 0.485 0.250 0.0290** （0.0144）
Sum_bonus（previous period） 414 2,388 3.335e+06 4.989e+07 1,288 7,698 2.561e+06 1.385e+07 773,470 （1.546e+06）
入職者数（レベル値の対数） 119 1,142 1.380 0.828 447 4,251 1.517 0.739 -0.137* （0.0781）






群と対照群の各変数の差を計算したもので、両者の差が 0 であるという検定を t 値を用いて行っている。t 検定の有意性のレベルは、1％ ***, 








ここで事業所のバインド労働者の数とは、t 期の 6 月の賃金が最低賃金の改定後（t 期 10 月
改定）にバインドする各事業所の労働者数であり、事業所の労働者総数に対するその割合が














推計式の右辺のφs は都道府県の固定効果、τt は時点の固定効果、sizedummyit は事業所規模
のダミー変数ベクトル、 は事業所規模ダミーの係数ベクトル、εit は誤差項を表している。（1）
式に用いている都道府県と時点だけの標準的な 2 方向固定効果モデルでは、地域の異質な経済





























（1） （2） （3） （4） （5） （5a） （5b）
Full sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
雇用（臨時労働者含む） 0.0312 0.0320 0.0737 0.0946 0.0926 0.0841 0.0176
（0.0632）（0.0600）（0.0648）（0.0657）（0.0654） （0.142） （0.109）
N 1,702 1,702 1,702 1,702 1,702 608 1,702
Adj R2 0.077 0.086 0.106 0.112 0.116 0.125 0.067
η 0.0596 0.0611 0.141 0.181 0.177 0.444 0.0305
Standard error （0.121） （0.114） （0.124） （0.125） （0.125） （0.748） （0.190）
Lower bound -0.143 -0.131 -0.0668 -0.0301 -0.0326 -0.812 -0.288
Upper bound 0.262 0.253 0.348 0.391 0.386 1.700 0.349
雇用（臨時労働者含まず） 0.0234 0.0292 0.0613 0.0838 0.0820 0.109 0.0362
（0.103） （0.0972） （0.103） （0.105） （0.105） （0.169） （0.150）
N 1,702 1,702 1,702 1,702 1,702 608 1,702
Adj R2 0.082 0.093 0.118 0.124 0.127 0.190 0.066
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は
括弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t

















（2） （3） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
雇用（女性） -0.0399 -0.0410 -0.0212 -0.0537 -0.0716
（0.127） （0.126） （0.124） （0.233） （0.155）
N 1,694 1,694 1,694 606 1,694
Adj R2 0.078 0.101 0.106 0.099 0.059
雇用（非正規労働者） 0.0179 0.0290 0.0626 0.0879 0.0338
（0.131） （0.130） （0.138） （0.192） （0.168）
N 1,658 1,658 1,658 595 1,658
Adj R2 0.075 0.096 0.106 0.213 0.056
雇用（短時間労働者） 0.144 0.150 0.169 0.0540 0.138
（0.147） （0.163） （0.166） （0.231） （0.196）
N 1,627 1,627 1,627 588 1,627
Adj R2 0.052 0.108 0.110 0.178 0.047
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は括
弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t 検
定の有意性の水準は、1％ ***, 5％ **, 10％ * で表示されている。









ηの点推定値は 0.14 でその 90％信頼区間は -0.07 から 0.35 となっている。サンフランシス
コの 2004 年の最低賃金の引き上げの効果を分析した Dube et al.（2007）の弾力性の点推定値
は 0.03 でその 90％信頼区間は -0.10 から 0.17 であった。1992 年のニュージャージ州の最低賃
金の引き上げの効果を分析した Card and Kruger（2000）では点推定値が 0.17 でその 90％信







（1） （2） （3） （4） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
時間あたり賃金 0.116* 0.132** 0.125** 0.122** 0.122** 0.106* 0.195***
（0.0583）（0.0547）（0.0552）（0.0543）（0.0544） （0.0601）（0.0466）
N 1,702 1,702 1,702 1,702 1,702 608 1,702
Adj R2 0.051 0.077 0.123 0.124 0.123 0.211 0.071
事業所の最下位賃金 0.630*** 0.635*** 0.622*** 0.627*** 0.628*** 0.199 0.763***
（0.172） （0.173） （0.185） （0.182） （0.182） （0.128） （0.152）
N 1,702 1,702 1,702 1,702 1,702 608 1,702
Adj R2 0.115 0.121 0.152 0.153 0.152 0.481 0.135
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は括
弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t 検




（2） （3） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
時間あたり賃金 0.0300 0.0491 0.0512 -0.0530 0.168**
（フルタイム労働者） （0.178） （0.182） （0.182） （0.167） （0.0828）
N 1,569 1,569 1,569 556 1,569
Adj R2 0.041 0.052 0.053 0.209 -0.002
時間あたり賃金 0.139*** 0.131*** 0.137*** 0.167** 0.167***
（短時間労働者） （0.0386） （0.0415） （0.0404） （0.0659） （0.0430）
N 1,626 1,626 1,626 588 1,626
Adj R2 0.036 0.122 0.124 0.178 0.069
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
表７：最低賃金の賃金総額に対する処置効果
（2） （3） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
全体 0.164* 0.199** 0.214** 0.190 0.213
（0.0908） （0.0921） （0.0932） （0.163） （0.141）
N 1,702 1,702 1,702 608 1,702
Adj R2 0.079 0.102 0.110 0.132 0.071
フルタイム労働者 -0.176 -0.145 -0.148 -0.148 -0.0702
（0.285） （0.281） （0.282） （0.335） （0.292）
N 1,569 1,569 1,569 556 1,569
Adj R2 0.061 0.106 0.107 0.150 0.049
短時間労働者 0.283* 0.281 0.305* 0.221 0.305
（0.160） （0.172） （0.176） （0.255） （0.218）
N 1,626 1,626 1,626 588 1,626
Adj R2 0.053 0.117 0.121 0.201 0.053
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は括
弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t 検
定の有意性の水準は、1％ ***, 5％ **, 10％ * で表示されている。
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は括
弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t 検
定の有意性の水準は、1％ ***, 5％ **, 10％ * で表示されている。 








































（2） （3） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
勤続年数 0.209 0.224 0.226 0.102 0.300
（フルタイム労働者） （0.177） （0.200） （0.200） （0.367） （0.221）
N 1,503 1,503 1,503 536 1,503
Adj R2 0.008 0.031 0.030 0.019 -0.019
勤続年数 0.234 0.243 0.200 0.102 0.154
（短時間労働者） （0.143） （0.164） （0.165） （0.315） （0.174）
N 1,572 1,572 1,572 568 1,572
Adj R2 0.065 0.087 0.096 0.268 0.020
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
表８Ｂ：雇用形態別の勤続年数に対する処置効果（ダミー変数使用）
（2） （3） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
勤続年数 0.0173 0.0255 0.0264 -0.0166 0.0538
（フルタイム労働者） （0.0406） （0.0402） （0.0402） （0.134） （0.0435）
N 1,503 1,503 1,503 536 1,503
Adj R2 0.008 0.030 0.030 0.018 -0.019
勤続年数 0.112*** 0.107*** 0.101*** 0.122 0.0723*
（短時間労働者） （0.0370） （0.0373） （0.0363） （0.117） （0.0385）
N 1,572 1,572 1,572 568 1,572
Adj R2 0.072 0.093 0.101 0.272 0.023
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は括
弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t 検
定の有意性の水準は、1％ ***, 5％ **, 10％ * で表示されている。 
（注）説明変数は Treatment intensity の代わりに、Treatment dummy を使っている。ここで Treatment dummy はデータが処置群であれば 1 をデー
タが対照群であれば 0 をとる変数である。すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県と時点ダミーをコントロール
に入れている。限定サンプルは賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを
考慮した頑健な標準誤差は括弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロ
であるという帰無仮説の t 検定の有意性の水準は、1％ ***, 5％ **, 10％ * で表示されている。 








の係数を標準誤差で割って t 値を求めると（2）（3）（5）のそれぞれで 1.63、1.48、1.21 と決し
て低い数値とは言えない。そこで処置効果を識別するための説明変数、Treatment intensity の代












（2） （3） （5） （5a） （5b）
Full-sample weighted Limited sample
Full-sample 
unweighted
離職（対数値） -0.468 -0.470 -0.576* -0.780* -0.408
　 （0.320） （0.309） （0.299） （0.433） （0.405）
N 578 578 578 202 578
Adj R2 0.165 0.201 0.216 0.402 0.094
入職（対数値） -0.255 -0.372 -0.427 -0.297 -0.235
　 （0.393） （0.369） （0.359） （0.686） （0.444）
N 566 566 566 195 566
Adj R2 0.250 0.267 0.280 0.340 0.167
Controls
Region × Year Dummies YES
State × Year Dummies YES YES YES YES
Ratioshort YES YES YES
Sum of Bonus YES YES YES
（注）すべての回帰モデルで、表に示しているコントロール変数に加えて県ダミーと時点ダミーをコントロールに入れている。限定サンプル
は賃金上昇率が前年比 2％以下であった時期の県に位置する事業所を対照群としたものである。県クラスターを考慮した頑健な標準誤差は括
弧に記載されている。N はサンプルサイズ、Adj R2 は自由度調整済み決定係数を示している。推定係数がゼロであるという帰無仮説の t 検
定の有意性の水準は、1％ ***, 5％ **, 10％ * で表示されている。
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分析の結果、2008 年から 2010 年の各年の最低賃金引き上げは、事業所の雇用者数に対し
ては有意な影響を与えなかったことがわかった。この結果は米国の飲食店産業を対象とした





























































名簿替えに伴う事業所コードの接続情報を利用して、BSWS の同一事業所について、2 年から 4 年を超
えて追跡を行っている研究も存在する。
vi 臨時労働者は、勤続年数について解答する必要がないことが、回答者向けの BSWS の記入要領で説明さ
れている。
vii 地域の異質な経済変化などをコントロールするうえで、Allegretto, Dube, and Reich（2011）では、広
域地域ダミーと時点ダミーの交差項をコントロールに用いている。
viii 例えば地域の時点固定効果をコントロールする際、北海道、東北、関東、甲信越、北陸、東海、近畿、中国、
四国、九州、沖縄の 11 地域からなる 10 個のダミー変数と、3 時点の時点ダミー変数 2 個の交差項を説
明変数に用いた。
ix 処置のランダムな割り当てについて Angrist and Pischke（2009）3 章の解説が分かりやすい。
x ボーナス支払い総額は、事業所の各労働者の賞与期末手当等特別給与額を事業所で集計したものを用い
ている。
xi ボーナスと利潤や収益との関係性について、脇田（2014 p238）がデータ（図 4-11）を示している。
xii この推計は STATA13 において、cluster オプションコマンドを用いている。
xiii 加重平均された最低賃金の賃金変化率は 2008 年から 2010 年にかけて 2.3％、1.4％、2.4％となっている。
xiv 限定サンプルの対照群は 2010 年の 22 県（群馬、新潟、石川、福井、山梨、長野、岐阜、愛知、三重、奈良、
和歌山、鳥取、島根、岡山、山口、徳島、香川、愛媛、高知、佐賀、長崎、大分）に位置する事業所である。
xv Solon, Haider, and Wooldridge（2015）は因果効果に焦点あてて分析する際に、サンプリングウェイト
を用いた分析と用いていない分析の両方の結果を示すことを薦めている。
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